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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第16期

第３四半期累計期間
第17期

第３四半期累計期間
第16期

会計期間
自 2012年４月１日
至 2012年12月31日

自 2013年４月１日
至 2013年12月31日

自 2012年４月１日
至 2013年３月31日

売上高 (百万円) 43,976 32,595 55,875

経常利益 (百万円) 2,909 1,707 3,926

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(百万円) 1,757 △1,508 2,075

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 8,739 8,739 8,739

発行済株式総数 (千株) 36,800 36,800 36,800

純資産額 (百万円) 43,773 42,541 44,129

総資産額 (百万円) 127,343 114,041 127,448

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は１株当たり四半期純損
失金額(△)

(円) 47.76 △40.99 56.39

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 15 ― 20

自己資本比率 (％) 34.4 37.3 34.6
 

　

回次
第16期

第３四半期会計期間
第17期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2012年10月１日
至 2012年12月31日

自 2013年10月１日
至 2013年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 31.57 5.78
 

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間等に係る主要な経営指標等の

　　推移については、記載しておりません。

３　当社は、関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項はありませ　

　　ん。

４ 第16期第３四半期累計期間及び第16期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新

　　株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。

５　第17期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

　　失であり、また、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当事業年度の第２四半期会計期間より、当社はポリシリコン事業並びにチタン事業のうちチタン溶解事

業において生産体制の集約に着手しております。各事業における生産体制の集約の概要は以下のとおりで

あります。

　

（ポリシリコン事業）

　　　尼崎工場を閉止し、岸和田工場へ生産拠点を集約いたしました。なお、現在、尼崎のみに所在

　する製品加工工程（洗浄、検査、出荷）は、集約後も尼崎にて実施しております。

　（チタン溶解事業）

　　　尼崎、岸和田の２工場での生産体制から、尼崎工場１所体制へ生産拠点を集約します。なお、

　　現在、岸和田工場のみに所在する溶解の前処理工程（材料のプレス加工等）は集約後も岸和田に

　　て実施いたします。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

   当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、金融緩和をはじめとした経済政策による円安の進行等

により景気の緩やかな回復の動きが継続したものの、電気料金の値上げや海外景気の下振れ懸念等によ

り、依然として先行きは不透明な状況にあります。

　当社事業につきましては、チタン事業では、輸出向けにおいて航空機の製造は堅調に推移しているも

のの、一昨年後半から顕著になったサプライチェーン内での在庫調整やスクラップ配合増加の動きが続

いており、また国内向けでも一般産業向け全体の需要低迷に加えユーザーでの在庫調整が継続し、輸出

向け、国内向け共に販売量が減少しました。これを受け一昨年７月より段階的に減産幅を拡大している

スポンジチタンの減産を昨年１１月より一段と強化いたしました。この結果、チタン事業の売上高

は　　　１９，２４１百万円（前年同期比３０．１％減）となりました。

　ポリシリコン事業では、半導体用ポリシリコンの需給調整継続により販売量が減少し、売上高は

１２，１８１百万円（前年同期比１８．６％減）となりました。

　高機能材料事業では、液晶分野でのＴＩＬＯＰ（タイロップ）、半導体分野での高純度チタンの販売

減により、売上高は１，１７２百万円（前年同期比２０．２％減）となりました。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は３２，５９５百万円（前年同期比２５．９％減）、損

益につきましては、営業利益１，８８４百万円（同４２．１％減）、経常利益１，７０７百万円　　　

（同４１．３％減）となりました。また四半期純損益につきましては、ポリシリコン事業並びにチタン

溶解事業の生産体制集約に伴う事業再構築費用３，５９１百万円を主体に特別損失３，７４１百万円を

計上したこと等により１，５０８百万円の損失（前年同期は１，７５７百万円の利益）となりました。

　

 （参考）事業別売上高   (単位：百万円)

  当第３四半期累計期間 前第３四半期累計期間 増減率（％）

  チタン事業 国　　内 7,649 12,342 △38.0

  輸　　出 11,591 15,198 △23.7

 　　　　　　　　計 19,241 27,541 △30.1

  ポリシリコン事業 12,181 14,965 △18.6

  高機能材料事業 1,172 1,469 △20.2

 合　　計 32,595 43,976 △25.9
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(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

① 資産

当第３四半期会計期間末の総資産の残高は、１１４，０４１百万円と前事業年度末と比べ　　　  

１３，４０６百万円減少いたしました。これは、売掛金及び有形固定資産が減少したことが主な要因

であります。

② 負債

当第３四半期会計期間末の負債の残高は、７１，４９９百万円と前事業年度末と比べ１１，８１９

百万円減少いたしました。これは、支払手形及び買掛金や借入金が減少したことが主な要因でありま

す。

③ 純資産

当第３四半期会計期間末の純資産の残高は、４２，５４１百万円と前事業年度末と比べ１，５８７

百万円減少いたしました。これは、四半期純損失と配当金の支払により利益剰余金が減少したことが

主な要因であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は、５５７百万円であります。なお、当第３四半期累計期

間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 125,760,000

計 125,760,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2013年12月31日)

   提出日現在     
発行数(株)

(2014年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,800,000 36,800,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　100株

計 36,800,000 36,800,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2013年12月31日 ― 36,800,000 ― 8,739 ― 8,943
 

　

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができないため、直前の基準日である２０１３年９月３０日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

  (2013年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 1,100
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 36,789,100
 

 

367,891 ―

単元未満株式 普通株式 9,800
 

 

― ―

発行済株式総数 36,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 367,891 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式94株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

   (2013年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社大阪チタニウム

テクノロジーズ
兵庫県尼崎市東浜町１番地 1,100 ― 1,100 0.0

計  1,100 ― 1,100 0.0
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2013年10月1日から

2013年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(2013年４月1日から2013年12月31日まで)に係る四半期財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(2013年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,421 3,171

受取手形及び売掛金
※１ 19,361 ※１ 13,942

商品及び製品 12,787 13,435

仕掛品 5,197 4,905

原材料及び貯蔵品 9,778 8,588

その他 1,535 1,756

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 52,079 45,797

固定資産

有形固定資産

建物（純額）
※３ 15,477 ※３ 14,510

機械及び装置（純額）
※３ 38,271 ※３ 32,224

土地 16,279 16,094

建設仮勘定 987 1,113

その他（純額）
※３ 1,356 ※３ 1,205

有形固定資産合計 72,371 65,148

無形固定資産 1,292 1,211

投資その他の資産 1,705 1,884

固定資産合計 75,369 68,244

資産合計 127,448 114,041
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（単位：百万円）

前事業年度
(2013年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※４ 6,895 ※４ 3,545

短期借入金 32,350 16,400

リース債務 1,417 574

未払法人税等 1,307 －

賞与引当金 362 87

事業再構築引当金 － 133

設備関係支払手形
※４ 130 ※４ 132

設備関係未払金 703 877

その他 862 1,143

流動負債合計 44,029 22,892

固定負債

長期借入金
※１ 36,500 ※１ 45,000

リース債務 4 3

退職給付引当金 1,416 1,504

事業再構築引当金 － 814

資産除去債務 1,246 1,266

その他 122 18

固定負債合計 39,290 48,606

負債合計 83,319 71,499

純資産の部

株主資本

資本金 8,739 8,739

資本剰余金 8,943 8,943

利益剰余金 26,499 24,807

自己株式 △9 △9

株主資本合計 44,172 42,480

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 89 124

繰延ヘッジ損益 △132 △62

評価・換算差額等合計 △43 61

純資産合計 44,129 42,541

負債純資産合計 127,448 114,041
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自 2012年４月１日
　至 2012年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2013年４月１日
　至 2013年12月31日)

売上高 43,976 32,595

売上原価 36,409 26,744

売上総利益 7,566 5,850

販売費及び一般管理費 4,309 3,966

営業利益 3,256 1,884

営業外収益

受取利息及び配当金 2 1

為替差益 － 515

不用品売却益 76 93

受取賃貸料 39 36

助成金収入 46 －

その他 41 15

営業外収益合計 206 663

営業外費用

支払利息 433 407

為替差損 108 －

休止固定資産減価償却費 － 174

その他 12 258

営業外費用合計 553 840

経常利益 2,909 1,707

特別損失

固定資産除却損 75 150

事業再構築費用 －
※１ 3,591

ゴルフ会員権評価損 0 0

特別損失合計 76 3,741

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 2,832 △2,033

法人税等 1,075 △525

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,757 △1,508
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期累計期間
(自 2013年４月1日 至 2013年12月31日)

（会計上の見積りの変更）

当社のポリシリコン製造設備について、岸和田工場の生産能力増強投資を中心とした大型設備投資の実施を契

機として製造設備全体の物理的耐用年数を精査した結果、耐用年数を７年から12年に見直し、将来にわたり変更

しております。これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期累計期間の営業利益が1,259百万円、経常利益

が1,282百万円それぞれ増加し、税引前四半期純損失が1,282百万円減少しております。
 

　

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期累計期間
(自　2013年４月１日 至　2013年12月31日)

 (税金費用)

年間の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度

に対し一時差異、経営環境等に著しい変化がある場合においてはその影響を加味しております。
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(四半期貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

　金利費用の圧縮を目的とし、日本銀行の「成長基盤を強化するための資金供給（特則分）」に基づ

く借入のために、次の資産を将来債権譲渡担保に供しております。

 
前事業年度

(2013年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

(担保資産)   

売掛金 10,930百万円 8,653百万円

(担保付債務)   

長期借入金 7,000百万円 7,000百万円
 

但し、担保実行については10,000百万円を上限とし、債権者は10,000百万円を越えた部分について

は放棄することとなっております。

　

　２　偶発債務

　(１)従業員の住宅資金借入債務に係る連帯保証債務

 
前事業年度

(2013年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

 320百万円 283百万円
 

　

　(２)原材料の購入予約契約

　貸借対照表に計上している原材料以外で、当社に所有権の移転していない購入予約品は以

　下のとおりです。

　　なお、購入予約契約の終了時に未購入残高がある場合、契約先から第三者への転売状況に　　

　　よっては、当社に損失が発生する可能性があります。

 
前事業年度

(2013年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

 ―百万円 497百万円
 

　

※３　休止固定資産

　有 形 固 定 資 産 に 含 ま れ る 休 止 固 定 資 産 の 簿

価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
前事業年度

(2013年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

建物 47百万円 42百万円

機械及び装置 261百万円 488百万円

その他 33百万円 29百万円
 

　

※４　四半期会計期間末日満期手形の処理

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手

形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

(2013年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

支払手形 128百万円 66百万円

設備関係支払手形 18百万円 27百万円
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(四半期損益計算書関係)

※１　事業再構築費用

生産体制の集約に伴い発生した費用であり、その内容は、固定資産廃却損1,649百万円、減損損失

579百万円、たな卸資産廃却損292百万円、撤去費用等1,069百万円であります。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む)は、次のとおりで

あります。

 
前第３四半期累計期間
(自 2012年４月１日
至 2012年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2013年４月１日
至 2013年12月31日)

減価償却費 9,811百万円 6,767百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2012年４月1日 至 2012年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2012年５月17日
取締役会

普通株式 735 20.00 2012年３月31日 2012年６月１日 利益剰余金

2012年10月29日
取締役会

普通株式 551 15.00 2012年９月30日 2012年12月３日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自 2013年４月1日 至 2013年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2013年５月16日
取締役会

普通株式 183 5.00 2013年３月31日 2013年５月31日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第３四半期累計期間(自 2012年４月1日 至 2012年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

チタン事業 ポリシリコン事業 高機能材料事業

売上高     

  外部顧客への売上高 27,541 14,965 1,469 43,976

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － －

計 27,541 14,965 1,469 43,976

セグメント利益 1,982 1,231 43 3,256
 

（注）セグメント利益と四半期損益計算書上の営業利益とに差額は生じておりません。

　

　　当第３四半期累計期間(自 2013年４月1日 至 2013年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

チタン事業 ポリシリコン事業 高機能材料事業

売上高     

  外部顧客への売上高 19,241 12,181 1,172 32,595

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ―

計 19,241 12,181 1,172 32,595

セグメント利益又は損失（△） 850 1,126 △92 1,884
 

（注）１．セグメント利益又は損失と四半期損益計算書上の営業利益とに差額は生じておりません。

２．「会計上の見積りの変更」に記載のとおり,当社のポリシリコン製造設備について、岸和田工場

の生産能力増強投資を中心とした大型設備投資の実施を契機として製造設備全体の物理的耐用

年数を精査した結果、耐用年数を７年から12年に見直し、将来にわたり変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期累計期間の「ポリシリコン事業」のセグメ

ント利益が1,259百万円増加しております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「チタン事業」セグメントにおいて20百万円、全社資産において559百万円の減損損失をそれぞれ

計上しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　

項目
前第３四半期累計期間
(自 2012年 4月 1日
至 2012年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日)

　 １株当たり四半期純利益金額
　　又は１株当たり四半期純損失金額(△)

47円76銭 △40円99銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額
　　又は四半期純損失金額(△)(百万円)

1,757 △1,508

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額
　　又は四半期純損失金額(△)(百万円)

1,757 △1,508

   普通株式の期中平均株式数(千株) 36,798 36,798
 

(注)１　前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

　　　　新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。

２　当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

　　１株当たり四半期純損失であり、また、新株予約権付社債等潜在株式がないため、　

　　記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第17期(2013年４月1日から2014年３月31日まで)中間配当については、2013年10月29日開催の取締役会

において、これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

 
公認会計士   山　口　弘　志　　　   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 
公認会計士   岡　本　健一郎 　　　  印

　

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 
 

　
2014年２月６日

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ

取締役会  御中

 

 

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社大阪チタニウムテクノロジーズの2013年４月１日から2014年３月31日までの第17期事業年度の第３四

半期会計期間(2013年10月１日から2013年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(2013年４月１日から2013

年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大阪チタニウムテクノロジーズの2013年12

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

強調事項

　会計上の見積りの変更に記載されているとおり、会社はポリシリコン製造設備について、耐用年数を７年

から12年に見直し、将来にわたり変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第３四半期累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

